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自治労がコロナ禍における保健所等職員の実態を調査
保健所等職員の労働環境の改善と公衆衛生体制の機能強化が不可欠
「応援体制を講じても人が足りない」「コロナ前から多忙でコロナ感染拡大後は保健所全体が疲弊」

　保健所等では、新型コロナウイルス感染症拡大当初から、急激な業務負荷による「オーバーフロー」が指摘され、地域を守る公衆衛生体制の脆弱性が明らかとなりました。一方で、そこで働く職員は24時間体制で対応にあたり、過労死ラインを超える労働時間を経験するなど「労働環境崩壊」も大きな課題となっています。
　アンケート結果からは、保健所等職員の過酷な労働実態と、悪化するメンタルヘルス明らかになりました。
　自治労本部・衛星医療評議会は、アンケート結果をもとに、保健衛生施設で働く職員の早急な労働環境の改善と、保健衛生施設の機能強化を求めるとともに、働く者の立場から、これからの保健衛生施設のあり方を提言していきます。
〇「コロナ禍における保健所等職員の意識・影響調査
・調査対象：自治労加盟の保健衛生施設で働く組合員
・調査方法：ウェブアンケート
・回答状況：40都道府県1,771人
現場からの４つの提言
　　　　　　　　　保健所等はコロナ以前からギリギリの人員配置で業務を行っていました。予防や健康増進、衛生環境業務といった地域保健法に基づく業務にコロナ対応が加わり、現場の業務負荷は極限に達しています。保健所等が役割をしっかりと果たせるよう、事務職員も含めた職場全体での人員増が必要です。
　　　　　　　　　保健所等で働く職員には待機手当や呼び出し手当、防疫等作業手当といった諸手当が支給されていない現状があります。経済対策として示された看護職員等への処遇改善や慰労金の支給からも除外されました。労働に対する正当な評価は、働き続けていくうえで不可欠です。
　　　　　　　　　保健所等の業務の中には、入院医療費公費負担の手続きや、難病認定の申請など事務的な仕事も多くあります。保健師をはじめとする専門職種が専門性を発揮できるよう、申請手続きの簡略化や事務職員の配置など、軽減に向けた取り組みが必要です。
　　　　　　　　　現状の保健所体制は、保健師が一日中事務仕事に追われるなど、専門職が本来の専門能力を発揮できるような体制にはなっていません。公衆衛生を担う様々な職種が高い専門性を発揮できるよう、業務の精選に向けた議論が必要です。

自治労県職連合

第14回定期大会

自治労県職労

第41回定期大会
○日時：9月9日（金）15時～

※全面ウェブ開催とします。

シーズンシート追加募集！


詳しくはホームページで確認を！





　自治労本部・衛生医療評議会が全国の保健所等の組合員を対象に2021年11月～2022年1月に行ったアンケート調査の結果概要をお知らせします。


　なお、自治体によって名称や事務分担等に違いがありますので、すべてが神奈川県と同様ではありません。





提言１


人員増





提言２


処遇改善





提言３


事務負担の芸減





提言４


専門性の発揮








